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要約

東日本大震災（2011 年 3 月）前後で自治体による災害時の食支援体制にどのような変化がみられたかを検討した。

2005 年度と 2013 年度に著者らが実施した質問紙調査の結果を比較し、両年度とも回答した 36 都道府県、17 指定都市、

20 中核市、4 保健所政令市、16 特別区を分析対象としてマクネマー検定を行った。地域防災計画・ガイドライン・マニュ

アルの中に援助食料を避難所に振り分けるまでの一時保管場所が示されている自治体の割合は 54.8％から 37.4％に減

少したものの、援助食料の分配に管理栄養士・栄養士が関与する体制となっている自治体の割合は 5.6％から 14.4％と

増加していた。炊き出しに対しての具体的な準備に有意な変化はなかった。

キーワード：東日本大震災、保健所設置自治体、災害時の食支援、援助食料、 炊き出し

Summary 
　　　Before and after the Great East Japan Earthquake (March 2011), we examined what kind of change will be seen in the dietary 
support system of local governments in Japan before and after the disaster.  We compared the results of two questionnaire surveys 
conducted in 2005 and 2011.  We analyzed the data from those who responded to both surveys and they included 36 prefectures, 
17 ordinance-designated cities, 20 core cities, 4 cities with public health centers, and 16 special wards of Tokyo.  McNemer test 
was used to compare the answers between the two time points.  The proportion of the local governments with regional disaster 
prevention plan / guidelines / manual that described temporary storage places for aid food before transporting to evacuation shelters 
decreased from 54.8% to 37.4%, but those with the system that dietitians are involved in distribution of food aid increased from 5.6% 
to 14.4%.  There was no signifi cant change in the specifi c preparations for mass feeding.
Keywords : The Great East Japan Earthquake, local government with public health center, nutrition assistance during disasters, 
food aid, mass feeding
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Ⅰ．はじめに

2011 年 3 月 11 日の東日本大震災は、地震、津波、原

子力発電所の爆発が重なり、多くの被災者が避難所での

長期的な生活を強いられることとなった 1)。食べること

は災害時であっても欠かせないものであり、自助による

食料確保が困難になった際には、自治体による食支援が

必要になってくる（図 1）。

さらに避難生活が長期化する被災地では限られた食料

によって食事が構成されているために被災者の栄養状態

が悪化しやすいことから、援助食料やボランティアによ

る炊き出しなどによって、被災者の栄養状態を良好に保

つ必要がある。

東日本大震災時には、現地のニーズ分析が行われな

いまま支援する側の一方的な思いで送られてくる大量

の援助食料の中には生鮮食料も多く、冷蔵庫などの保

管場所がなく保存ができないことや、生鮮食品以外の

ものに関しても、人手不足の状況の中で大量に届くた

め調理できずに放置されたままになっているといった

問題が発生した 2)。岩手県釜石市内の避難所では衛生

管理や生鮮食品を使用した大量調理のために冷蔵庫設

置の必要性があったと報告されている 3)。援助食料の

分配に関しても、特殊食品が援助食料として届いてい

たにも関わらず、一般食料に紛れて、必要とする被災

者に届かなかったり、過度の平等意識から人数分の配

布ができない場合、配布されることなく無駄になって

しまうという実態があった 4)。一方で、管理栄養士を避

難所に派遣し、物資管理をさせたところ、改善の傾向が

みられたという報告や、行政栄養士が援助食料の管理に

携わることで食支援がよりスムーズになるという報告が

ある 4),5)。このように、人員配置を含め、援助食料の保管・

分配体制を整備しておくことは非常に重要である。

一方で、援助食料には生鮮食品など調理が必要なも

のも多かったという報告から、これらを調理し分配す

る手段である、炊き出しに関する体制整備も必要であ

る 2)。炊き出しは不足しがちな野菜の補給ができ、温食

サービスによる被災者の食欲増進にも効果的であるだ

けでなく、調理方法を変えることによって高齢者など

の災害時要配慮者に対応できたり、人数分の確保が難

しい食材を工夫して調理することでより多くの被災者

に提供できるといった点から、災害時の食支援におい

て必要不可欠な存在であるといえる。実際に、東日本

大震災時の宮城県石巻市において、炊き出しの有る避

難所と無い避難所ではビタミンＣの供給量は前者のほ

うが高値であったという報告がある 6)。しかし、東日

本大震災時の報告では、食数にあった食器や、炊飯器、

鍋の不足などによって炊き出しの提供に時間がかかり、

食事担当者に大きな負担がかかる、作業スペースの確

保が難しいといった問題点があげられた 7)。避難所規模

に応じた調理器具の用意や、炊き出しの予定場所を選

定しておくことが必要であることがわかる。また、市

町村を対象とした全国調査において、他機関からの人

的支援を想定している食支援活動としては「炊き出し」

がもっとも多く挙げられていた 8)。このように、炊き出

しにおいては多くの人員が必要となるため、平常時から

炊き出しボランティアの組織化や、炊き出しメニューな

どを作成し、炊き出しの活動そのものを効率よく行える

ような体制を作っておく必要がある。一方で、岩手県宮

古市では、平常時から保健センターの栄養士と市の業務

を連携して行っていたため、情報共有がスムーズに行え、

教育委員会所管の学校給食センターでの炊き出しを円滑

に行うことができたという報告がある 9)。平常時からラ

イフライン回復後に利用できる調理施設との連携をして

おくことも、円滑に炊き出しを行うために重要なことの

一つである。被災者の食事の質を向上するためにも炊き

出しの体制を整えて、具体的準備を進めていくことが求

められる。

このように、援助食料と炊き出しは、どちらも被災

者の栄養状態に大きく影響するため、平常時からの体制

整備が重要である。阪神・淡路大震災以降、大震災の度

に災害時の食支援に対する備えは被災地を中心に改善さ

れてきた 10)。東日本大震災のような未曽有の災害後に

は、災害対策基本法の改正や、45 の新規立法が行われ

るなど大きな変化があったことから 11)、食支援におい

ても改善がみられたことが予想される。本研究は東日本

大震災前後である 2005 年度と 2013 年度に、全国の都道

府県、保健所設置市、および特別区を対象に実施した質

問紙調査の結果のうち、炊き出しと援助食料に関する項

目に、どのような変化がみられるのかを検討した。

2．方法

（1）対象と方法

東日本大震災前後による変化は、2005 年度と 2013 年

度に実施された質問紙調査の結果を比較することにより

分析した。

① 2005 年度調査

2005 年 11 月から 2006 年 1 月にかけて、第二著者及

び第六著者が、47 都道府県、14 指定都市、35 中核市、

8政令市、23 特別区の衛生主管部局長宛ての調査依頼文

と質問紙を栄養行政担当者に送付し、記入後返送を依

頼した 12)。回収率は 88.2％（41 都道府県、13 指定都市、

31 中核市、6政令市、21 特別区）であった。

② 2013 年度調査

2013 年 9 月から 11 月にかけて、公益社団法人日本栄

養士会から、47 都道府県、20 指定都市、42 中核市、8

保健所政令市、23 特別区の衛生主管部（局）長宛てに、

調査依頼文とともに、質問・回答フォームのデータを入

れた CD-RW を郵送した。2014 年 1 月の時点で返送され

ていなかった自治体には、再び協力を依頼し、最終的な

締め切りを 2014 年 2 月末とした。都道府県の衛生主管

図 1　災害発生後から自治体による食支援までの流れ
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部（局）担当者には、管内市町村（計 1649 市町村）の

保健医療福祉担当者への質問・回答フォームのファイル

送信と、入力した回答ファイルの回収を求めることに

より、市町村のデータも収集した。回答フォームに入

力したファイルを CD-RW に入れて郵送してもらう形で回

収した。回答者の指定は行わず、回答に際しては関係各

課と調整して回答してもらうよう依頼した。質問項目

は、2005 年度調査と比較可能なように同じものを用い

た。回収率は 71.1％（計 1272 市町村）であった。

③両年度の調査結果の比較

2005 年度は都道府県、保健所設置市及び特別区のみ

の調査であったため、両年度とも調査に参加した都道府

県、保健所設置市及び特別区を分析対象とした。さらに

質問項目毎に両年度とも回答している都道府県、保健所

設置市及び特別区のみを分析に使用したため、質問項目

毎に有効回答数は異なる。

東日本大震災の被災経験と回答の変化の有無の関連を

みようと試みたが、2013 年度調査において、東日本大

震災での被害の大きかった東北地方の自治体の回答に欠

損が多かったため、経年比較のみを行った。

（2）質問項目

2013 年度調査の質問紙は全 60 項目から構成されてい

るが、本研究では 2005 年度と共通する以下の項目を分

析対象とした。

・ 地域防災計画・ガイドライン・マニュアル等（以下、

地域防災計画等）に備蓄物資の保管場所、援助食料

の保管場所が示されているか

・自治体における援助食料の保管・管理・分配につい

て

・災害時の炊き出しを円滑に行うための必要な準備に

ついて

　また、都道府県と区市では役割が異なるため、全体の

結果に加え、都道府県と区市の結果も別に示すこととし

た。役割の違いについて、厚生労働省通知「地域におけ

る行政栄養士による健康づくりおよび栄養・食生活の改

善の基本指針」では、行政栄養士の役割を都道府県、保

健所設置市及び特別区、市町村の三つに分けて示して

いる 13）。それによると都道府県では、地域保健法に基

づく保健所の役割として、健康危機管理への対応におい

て、保健医療職種としての災害発生時の被災地への派遣

の仕組み、支援体制の整備など広域的な対応を行ってい

る。一方で今回分析の対象となっていない市町村は、都

道府県の地域防災計画をふまえた上で市町村地域防災計

画を作成し、都道府県や関連機関との調整を行い、災害

時には避難所の設置や炊き出しなどを直接的に行ってい

る。また、保健所設置区市では、両者の役割を担ってお

り、近隣自治体との調整や支援体制の整備など、保健所

非設置市町村に比べ、より幅広い役割が求められている。

以上のような役割の違いや、都道府県保健所が保健所非

設置市町村における災害に対する準備状況の指導や助言

を行っていることから、都道府県と、保健所設置市及び

特別区を対象とすることとした。しかしながら、本研究

では同じ群内における変化をみることを目的としている

ため、都道府県とその他での 2群間比較は行わなかった。

（3）統計処理

年度間の比較には、対応のある比率の差の検定である

マクネマー検定を使用した。有意水準は 5％とした。全

ての統計処理には、IBM　SPSS Statistics Version 24

を用いた。

Ⅱ．結果

1．回収率と回答者

2005 年度調査と 2013 年度調査の両年度とも回答した

のは 36 都道府県、17 指定都市、20 中核市、4 保健所政

令市、16 特別区であった。設問によっては無回答の自

治体があるため、百分率は有効回答数を分母に計算した。

回答者の職種をみると、2005 年度調査では、回答者の

所属のみをたずねていて、保健部門が 88.2％、防災部

門が 7.5％、両部門の連名で書かれたものが 4.3％であっ

た。2013 年度調査では、回答者の職種をたずねており、

管理栄養士・栄養士が 95.7％、保健師が 2.2％、事務職

が 4.3％であった。また複数の職種で回答した自治体は

2.2％であった。

表 1　援助食料の分配、管理、保管に関して以下のことを「している」と回答した自治体の割合
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2．援助食料の保管・分配について

地域防災計画・ガイドライン・マニュアル等のなか

に、「援助食料を避難所に振り分けるまでの一時保管場

所」が示されていると回答した自治体の割合は 54.8％

（n=51）から 37.4％（n=34）に減少していた（表 1）。ま

た、「援助食料の分配に関して、栄養や食事のバランス

についてのニーズをくみ上げ、食料の分配に反映するシ

ステム」が構築されていると回答した自治体数の割合

は 3.4％（n=3）から 10.3％（n=9）と増加していた。さ

らに、「援助食料の分配に管理栄養士・栄養士が関与す

る体制」があると回答した自治体の割合は 5.6％（n=5）

から 14.4％（n=13）に増加していた。

3．災害時の炊き出しを円滑におこなうために必要な準

備について

災害時の炊き出しを円滑におこなうために必要な準備

としておこなっているものについて、複数回答でたずね

た結果を表 2に示す。

どの項目にも「実施している」と回答した自治体の割

合に、東日本大震災前後での大きな差はみられなかった。

しかしながら、「非常時の連絡体制の整備」、「多様な熱

源に対応できる調理器具の用意」、「野菜を多く用いた大

量調理メニュー集がある」、「その他」を選択している自

治体の割合は増加していた。一方で他の項目を選択した

自治体の割合はいずれも減少していた。

Ⅲ．考察 

1．援助食料の保管・管理について

災害から 3 日後には多くの援助食料が届くことが予

想される。東日本大震災時の仙台市では、物資の受け

入れ場所が不足し、さらに各避難所に配送する手段な

どが確立されていないことで物資を円滑に配送するこ

とができなかった 14)。また、阪神・淡路大震災でも、

支援物資の受け入れや避難所への配送に多くの人手が

奪われた 15)。災害直後の人手不足の状況において、援

助食料などの支援物資を各避難所に振り分けるまでの時

間に一時的に保管しておく場所を決めておくことは必要

不可欠であるといえる。しかし、東日本大震災後、震災

で感じられた反省を活かした一時保管場所の確保、選定

に時間がかかり、地域防災計画等への記載にまで至って

いないことが予想される。

さらに、東日本大震災の際の宮城県石巻市で活動した

災害支援ナースによる報告では、避難所で嘔吐・下痢の

症状を訴える被災者が増加し、その原因の一つに消費期

限切れの食品の摂取があることがわかった 15)。援助食

料が避難所に搬入されてからも仕分け作業などに時間が

かかり、支給されたときには消費期限まで数時間しかな

いということがあり、「もったいない」という気持ちか

ら食べてしまったことが原因であった。このように、被

災者に援助食料を届けるまでの時間が長くなってしまう

ことは、食中毒などの二次的健康被害を招く可能性があ

る。効率よく配送を行うことができ、衛生環境の整った

表２　災害時の炊き出しを円滑におこなうために必要な準備としておこなっているもの（複数回答）
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一時保管場所を平常時から選定し、地域防災計画・ガイ

ドライン・マニュアル等に掲載して情報共有することが、

今後も求められるといえる。

2．援助食料の分配について

新潟県中越沖地震の際の援助食料には、菓子パンや包

装おにぎりが多く、より柔らかく食べやすい食品を求め

る被災者のニーズとも一致したため、提供される機会が

多くあった 17)。しかし毎食甘い菓子パンが続くことで

食欲が低下したり、炭水化物中心の食事が増えることに

よる栄養面での偏りが懸念された。また、被災者の中に

は、食事療法者や摂食嚥下機能障害を持つ高齢者、乳幼

児など援助食料をそのまま提供するのでは対応が難しい

などの固有のニーズがあった。このように、被災地には

多様化した食のニーズがあり、長期化する避難所生活の

中で栄養バランスが偏らないようにするためにも、個々

のニーズを把握し、分配に反映させるシステムに構築が

必要となる。

東日本大震災の前後において、「援助食料の分配に関

して栄養や食事のバランスについてのニーズをくみ上げ、

分配に反映するシステム」が構築されていると回答した

自治体の割合は 3.4％から 10.3％に増加していた。しか

し全体の割合としては 1割程度と、震災の経験によって

やや増加はしたものの、援助食料の分配の際に被災者の

ニーズをくみ上げるシステムは全国的に構築できていな

いといえる。

また、栄養や食事のニーズを反映させるためには、分

配に専門知識をもった管理栄養士や栄養士などが関与で

きる体制を作ることが必要である。東日本大震災での経

験から「援助食料の分配に管理栄養士・栄養士が関与で

きる体制づくり」ができていると回答した自治体の割合

は、5.6％から 14.4％と有意に増加していた。援助食料

の管理・調整役に管理栄養士や栄養士が関与できれば避

難所の食事の栄養確保に大きな利点になるとの報告もさ

れている 13)。

しかし、東日本大震災時には、援助食料の分配に関与

した栄養士は保健センターの栄養士のうち半数もおらず、

専門職が関与できていないという実態があり、そのうえ

で東日本大震災を経験した管理栄養士・栄養士たちが栄

養の支援として大切であると感じていることのなかにも

食料や物資の管理が含まれている 18)。東日本大震災の

経験から、国の出す防災基本計画の中にも、避難所での

食料の確保、配食などに管理栄養士が関与することを示

した文が加えられた 19)。避難所での管理栄養士や栄養

士の必要性が示され、このような有意な増加につながっ

た可能性が考えられる。また、回答者の職種として管理

栄養士・栄養士が多く、地域防災計画の改正に比べると

時間や手間がかかりにくく、食生活支援の中でも独自に

対応できる項目であったことから、東日本大震災の影響

が反映されたのだと予想される。

3．災害時の炊き出しを円滑におこなうために必要な準

備について

3-1．炊き出しボランティアの組織化と平常時からの炊

き出しの練習実施

炊き出しボランティアの組織化をしている自治体の

割合や、平常時からの炊き出し練習の実施をしている自

治体の割合は、東日本大震災前と比較すると減少傾向に

あった。行政栄養士が避難所の食事提供や栄養管理に携

わることができなかった事例もあったことから 17)、地

域住民による炊き出しの実施の必要性は高い。実際に発

災した後に、地域住民が中心となって炊き出しの運営が

できるように、炊き出し練習を自治体の避難訓練や、地

域行事として取り入れることが求められる。その際に中

心となる炊き出しボランティアを予め組織化しておくこ

とは、効率の良い炊き出し実施にもつながる。しかし、

実際の災害時の状況によって事前に組織化したボラン

ティアだけでは人手が不足することが予想される。その

ため、ボランティアを予め限定するのではなく、日ごろ

から炊き出し練習などを行う中で、誰もが炊き出しに参

加できるような体制づくりをすることが重要である。

3-2．炊き出し担当者の決定

炊き出しに関する担当者を決定している自治体の割

合も震災前後で減少傾向にあった。災害はいつ発生する

か分からないだけでなく、行政としての様々な業務があ

る中で、必ず担当者が炊き出しに従事できないとは限ら

ないため、担当者の決定よりも自治体全体で、手順や器

具をマニュアル化し、情報共有をすることで状況に応じ、

臨機応変に炊き出しを実施できる環境整備が必要だと考

えられる。しかし、熊本地震の際には、住民が行った炊

き出しによって食中毒が発生した 20)。衛生管理などの

専門知識がない一般ボランティアによる炊き出しによる

二次的健康被害を防ぐためには、管理栄養士などの巡回

も必要となるため、このような場合の担当者を予め決定

しておくことは必要だといえる。

3-3．野菜を多く用いた大量調理メニュー集の用意

津波の被害が甚大であった東日本大震災では、避難所

生活の長期化が多くみられた。震災から 2か月後の避難

所の食生活状況として乳製品や野菜類の摂取不足があり、

原因として「災害時の栄養・食生活支援マニュアル」で

は短期間の炊き出しや、避難所での食事相談の記録が

多く 21)、長期化する避難所での食生活に対するマニュ

アルとしては不十分であったと報告されている 22)。避

難所生活の長期化の中で、ボランティアの協力が必須で

あり、加えて調理器具、場所が限られている状況下では、

円滑に炊き出しを行うことができるような、大量調理メ

ニュー集を用意しておくことは大切である。

炊き出しは、野菜などの栄養補給、温食サービスによ

る食欲増進だけでなく、ショックや疲れの緩和の意義が

あるとの報告もあり 23,24,25)、避難者同士や避難者と支援

者とのコミュニケーションにもつながるため、炊き出し

を円滑に行うための具体的な準備を、今後も進めていく

必要があるといえる。

4．限界点

本研究は東日本大震災前後での変化をみることを目的

としており、経年比較可能な自治体のみを分析に使用し

ているため、被災自治体の数が少なく、被災経験との関

連をみることができなかった。2005 年度調査は紙面で

の回答であったのに対し、2013 年度調査はファイル上

での入力による回答であったため、回答のしやすさなど

に違いがあったことで差が生じた可能性がある。

Ⅳ．結論

援助食料の一時保管場所が地域防災計画・ガイドライ

ン・マニュアル等に示されていると回答した自治体の割

合が減少している一方で、援助食料の分配に管理栄養士・

栄養士が関与する体制がある自治体の割合が約 5％から
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約 15％に増加していたことから、東日本大震災での長

期化する避難所生活での経験などから、災害時の栄養管

理の必要性が見直されているといえる。

炊き出しに対しての具体的な準備としては有意な変化

はみられなかった。炊き出しは災害時の食生活において

身体面・精神面のどちらにおいても重要であり、大量に

届く援助食料を活用していくためにも、今後の災害発生

に備えて準備を進めていく必要がある。
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